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１．システムの概要 

消火剤噴霧自動消火システム「SPlashα」は、消防法施行令別表第 1(6)項用途の部分にスプリ

ンクラー設備の代替として消防法施行令第 32 条特例により設置する消火システムです。 

本システムは、開放型ヘッドや感熱開放ヘッダー、消火剤、消火剤貯蔵容器や加圧用ガスなど

を用いた、消火ポンプや消火水槽などを必要としないシステムです。また本システムは、火災を

早期に感知し、速やかに水および消火剤を放射することによって、スプリンクラー設備と比べて

少ない水量でスプリンクラー設備と同等の防火安全性能を有するものとして、（一財）日本消防設

備安全センターの性能評定を取得しています。 

スプリンクラー設備の代替として本システムを設置するにあたっては、事前に、性能評定を取

得したシステムである事を所轄消防へ説明のうえ、消防法施行令第 32条の適用を受けてください。 

 

性能評定結果の概要 

消防防災用設備機器の種類  小規模防火対象物用自動消火設備 

型式記号 消火剤噴霧自動消火システム 

性能評定番号 評 28－002 号 

性能評定日 平成 28 年 3 月 30 日 

    

       

２．特長 

(1) シンプルなシステム構成 

実績のあるスプリンクラーヘッドと同等構造の火災感知と放射制御の機能を 1つにした感熱

開放ヘッダーの作動によりシステムが起動するため、火災区画に確実に放射できる安心安全

なシンプル設備です。 

(2) 消火剤による小水量化 

消火性能、再燃防止性能に優れた第三種浸潤剤等入り水を使用するため、スプリンクラー設

備に比べて水量が少なく、大規模な水源水槽の設置が不要です。 

（水源水量：本システム 640L（消火剤）、スプリンクラー設備：12,800L（水）） 

(3) 非常電源が不要 

消火剤の送液は加圧用ガスを使用しポンプが必要ないため、スプリンクラー設備で必要な大

容量の非常電源（自家発電設備）が必要ありません。 

(4) 湿式方式による早期放射 

常時配管内は水を充水しており、感知部の感熱開放ヘッダーの作動により即時放射を開始す

るため、放射遅れによる火災拡大を抑制します。 

(5) 断続放射による火災拡大抑制 

火災発生箇所に対して一定時間消火剤を放射した後、散水障害による残り火があっても、効

率的な断続放射で火災拡大を抑制します。 

(6) 小口径のメイン管 

メイン管の口径は 25A と細いため、天井裏のスペースが狭い場合でも施工性に優れます。 
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(7) 樹脂管使用による施工性の向上 

本システムの配管には、鋼管（SGP）および㈱ブリヂストンが製造、販売する樹脂配管シス

テム「プッシュマスター」を使用することができます。プッシュマスターには以下の特長が

あります。 

 天井転がしが可能で、鋼管（SGP）のような吊工事による騒音が発生せず、また点検口

から最大で 6～8m 程度まで送り込むことが可能なため、既設での天井裏への隠ぺい施工

が容易です。 

 パイプと継手がワンタッチで接続できるため施工が簡単です。また、継手は胴体部が透

明なため、パイプの差込状態が目視で確認できます。 

 専用パイプカッターで容易に切断可能なため、鋼管（SGP）のように配管切断や加工で

の騒音が発生しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 維持管理が容易 

本システムでは、火災の感知および放射区画の制御を感熱開放ヘッダーで行うため、機器点

検は外観点検のみで容易です。 
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３．システム構成 

本システムは、本体ユニット（消火剤を貯蔵する消火剤貯蔵容器、放射系統を選択する選択弁、

消火剤を加圧送水するための加圧用ガス容器などを収納したもの）から感熱開放ヘッダーまでを

3 本の配管系統に分けて設置し、配管内は補助加圧ポンプで常時加圧充水しています。 

各々の配管系統に接続される防護範囲（有効に火災を感知し散水できる範囲）は、原則として

互いに隣接しないように配置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＢＣ

防護範囲

充水配管（水）
空配管

常時閉止弁
常時開放弁

圧力スイッチ（減圧信号用）

ＭＭＭ

Ｓ

消
火
剤

Ａ１ Ｂ１

Ｃ２

Ｍ

Ｍ

Ｍ

加圧ライン遮断弁

制御ユニット

表示機

補助加圧ポンプ

定流量弁

選択弁

圧力スイッチ（起動弁開応答信号用）

常用電源常用電源

排液弁

電線

圧力調整器

（予備電池）

閉鎖型ヘッド

加圧用ガス容器

開放型ヘッド

感熱開放ヘッダー

配管・継手

消火剤貯蔵容器

本体ユニット

起動弁（容器弁）

Ｃ１

Ａ２

Ｂ２

起動弁開放装置

収納設備等

・便宜上、配管系統をＡ、Ｂ、Ｃ、これらの配管系統による防護範囲をＡｎ、Ｂｎ、Ｃｎと表記した。
（ｎは１または２）

試験弁

消
火
剤

消
火
剤

消
火
剤

制御弁

メンテ用弁 テフロンシート逆止弁

（３．２４㎡以下）



 

4 
 

４．システムの作動概要 

火災時の基本作動フローは以下のとおりです。 

① 火災が発生すると、出火防護範囲の感熱開放ヘッダーが作動し、配管内の水が開放型ヘッ

ドから放射されるとともに、配管内の圧力低下により圧力スイッチ（減圧信号用）が作動

する。 

② 圧力スイッチ（減圧信号用）の作動により、加圧用ガス容器の起動弁（容器弁）および当

該配管系統の選択弁が開放する。また、当該配管系統の加圧ライン遮断弁を閉止する。 

③ 開放型ヘッドからの放射は、水から消火剤放射に切り替わる。なお、消火剤に置換する時

間は消火剤貯蔵容器からの距離によって異なるが、消火剤貯蔵容器から最も遠い防護範囲

でも 50 秒以内に置換する。 

④ 選択弁の開放から 140 秒経過した時点で選択弁を一旦閉止する。水から消火剤放射に切り

替わってから 90 秒以上消火剤が放射される。（これを初回放射という。） 

⑤ 選択弁閉止から 30 秒経過した後、当該選択弁を再度 30 秒間開放し、再び閉止する。以降、

同様の動きを繰り返し行う。（断続放射という。） 

⑥ 複数の配管系統が作動する場合、最初に作動した配管系統（以下、1 系統目）が初回放射

中に異なる別系統（以下、2 系統目、3 系統目）が作動した場合、2 系統目、3 系統目は初

回放射から制御を開始する。1 系統目が断続放射中に、2 系統目、3 系統目が作動した場合、

2 系統目、3 系統目は断続放射から制御を開始する。（2 系統目、3 系統目の初回放射時間は

140 秒ではない。）なお、2 系統目、3 系統目は作動するタイミングによって、選択弁の開

閉時間が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：選択弁全開から閉止制御開始までの時間です。 
2 系統目、3 系統目は、作動するタイミングによって 140 秒以上になる場合があります。 

※2：選択弁閉止制御から全開までの時間です。 
2 系統目、3 系統目は、作動するタイミングによって 30 秒以内になる場合があります。 

※3：選択弁全開から閉止制御開始までの時間です。 
2 系統目、3 系統目は、作動するタイミングによって 30 秒以上になる場合があります。

火災発生

感熱開放ヘッダー作動

圧力ｽｲｯﾁ（減圧信号用）作動

起動弁開放 選択弁開放

ヘッド放射（水→消火剤）

加圧ライン遮断弁閉止

ヘッド放射（水）

選択弁閉止

最短140秒

※１

選択弁開放

選択弁閉止

最長30秒

※２

断続放射

以降、繰り返し。

感熱開放ヘッダーの作動

防護範囲に、短時間の消

火剤放射を繰り返し行う。
最短30秒

※３

初回放射

ヘッド放射（消火剤）
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５．システムの適用範囲 

SPlashαは、スプリンクラー設備の代替として以下のすべての条件に合致する場合に適用でき

ます。 

① 消防法施行令第 12 条第 1 項に掲げる防火対象物（スプリンクラー設備の設置が必要な防火

対象物）のうち、令別表第一(6)項に掲げる防火対象物または同表(16)項、(16 の 2)項、若し

くは(16 の 3)項に掲げる防火対象物の同表（6）項に掲げる防火対象物の用途に供される部分

であって、延べ面積が 10,000 ㎡以下であること。 

② 防護範囲を設ける部分の壁、天井が準不燃材料で造られていること。下地が準不燃材料であ

れば、仕上げ材の材質は問いません。 

③ 開放型ヘッドは床面からヘッド放出口までの高さ 3.5m 以下、感熱開放ヘッダーは天井高さ

4m 以下であること。（これよりも高い場所に設置する場合は、弊社にご相談ください。） 
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６．システムの設置基準 

本システムの設置基準の主なものを以下に示します。 

なお、設置基準の詳細については、別途発行する「設計要領書（TN20353）」を参照してくだ

さい。 

(1) 防護範囲 

防護範囲は、当該範囲内に感熱開放ヘッダーと開放型ヘッド、または閉鎖型ヘッドを配置し、

当該範囲内で発生した火災を有効に感知し消火できるように設定する範囲のことです。面積

は条件により異なりますが、最大 16.3 ㎡です。 

① 原則として防火対象物の壁、床、天井、戸（ふすま、障子その他これらに類する可燃物

を除く。以下同じ。）などで区画されている居室、倉庫などの部分ごと、または感知に

有効なはり等（感熱開放ヘッダーの取付面から 0.4m 以上突き出したはり等。以下同じ。）

によって区画された部分ごとに設けます。壁、床、天井、戸などで区画されている居室

など、または感知に有効なはり等によって区画された部分の面積が大きく、１の防護範

囲で防護出来ない場合は、２以上の防護範囲で警戒するように設定します。 

② 隣接する防護範囲間の配管系統は、原則として（注）異なる配管系統となるように設定し

ます。ただし、隣接する防護範囲が準不燃材料で造られた壁などで区画されている場合

は、その限りではありません。 

③ 隣接する防護範囲は、形状や面積を極力同等にするようにします。面積が極端に異なる

防護範囲（面積比で 2:1 を超えるもの）は、原則として（注）隣接して配置することはで

きません。 

④ １の防護範囲の最大寸法は、防護範囲の周囲が壁等によって別の防護範囲と接しないよ

うな区画の有無、使用するヘッドの種類、ヘッド設置高さによって異なります。（注） 

⑤ １の防護範囲の縦横比は、原則として（注）2:1 を超えないようにします。 

（注）原則以外の基準および防護範囲の寸法詳細は、別途発行する「設計要領書（TN20353）」

を参照してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※各色はそれぞれの系統を示す。 

 

悪い例 
（同一の系統が隣接する） 

良い例 
（同一の系統が隣接しない） 

隣接する防護範囲の配管系統が異なるようにする 

柱 
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隣接する防護範囲の面積比は 2:1 を超えないようにする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

悪い例（a と b の長さの比が２：１を超える） 良い例 

 

防護範囲の縦横比は 2:1 を超えないようにする 

 

(2) 開放型ヘッド 

① 開放型ヘッドには、4 個用と 8 個用の 2 種類があります。1 の防護範囲に配置できる開

放型ヘッド個数はそれぞれ 4 個または 8 個です。防護範囲の面積が小さい場合は、4 個

用ヘッドの場合は 2 個まで、8 個用ヘッドの場合は 5 個まで、開放型ヘッドの設置数を

減らすことができます。 

② 防護範囲の周囲が壁等の場合は、防護範囲の 0.1m 外側の範囲まで、防護範囲の周囲に

壁等がない場合は防護範囲の 0.2m 外側の範囲まで、設計散水半径で包含できるように

開放型ヘッドを配置します。 

③ はり等により放射障害が生じないように配置します。 

④ 床面から開放型ヘッド放出口までの高さは、3m 以下とします。ただし、感熱開放ヘッ

ダーの有効感知半径 2.3m で包含する防護範囲に開放型ヘッド（4 個用に限る）を設け

る場合は、高さは 3.5m 以下とします。 

⑤ 給排気ダクト、棚などで幅または奥行きが 1.2m を超える場合は、天井面に感熱開放ヘ

ッダーを設置し、ダクトなどの下面に開放型ヘッドを設置します。 

⑥ 開放型ヘッドの軸心が鉛直（床面に対して直角）になるように設けます。なお、開放型

ヘッドの取付面が傾斜やＲ（アール）形状の場合は、取付面が散水障害にならないよう

にヘッドを立ち下げて設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

悪い例（ＡとＢの面積比が２：１を超える） 良い例（ＡとＢの面積比が２：１以下） 

 

Ａ Ｂ 
Ａ Ｂ 
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(3) 感熱開放ヘッダー 

① 1 の防護範囲に設けられる感熱開放ヘッダーは 1 個です。感熱開放ヘッダーは床面から

感熱開放ヘッダーの取付面（感熱開放ヘッダーを取り付ける天井の室内に面する部分ま

たは上階の床若しくは屋根の下面をいう。）までの取付高さに応じた有効感知半径で防

護範囲を包含できるように配置します。 

感
熱
開
放 

ヘ
ッ
ダ
ー 

有効感知半径 

R3.6m 
（壁又は感知に有効なはり

等で囲まれた防護範囲にあ

っては R4.5m） 

R2.3m 

最大取付高さ 3.5m 4m 

注意事項 
開放型ヘッドの取付高さ

3m 以下の防護範囲に限る 
開放型ヘッド（4 個用）の 

防護範囲に限る 
② 感熱開放ヘッダーは防護範囲の中心付近に設けます。 

③ 感熱開放ヘッダーのグラスバルブと当該取付面との距離は 0.3m 以下とします。 

④ 感熱開放ヘッダーは、原則として感熱開放ヘッダーの軸心が感熱開放ヘッダーの取付面

に対して直角になるように設けます。なお、取付面の傾斜が 45 度を超える天井には設

置できません。 

⑤ 取り付ける場所の正常時における最高周囲温度に応じて、次の表で定める標示温度を有

するものを設けます。なお、洗濯室などで乾燥機が設置されている場所、厨房、給湯室、

トップライト、直射日光が当たる場所などで高温になるおそれがある場所、寒冷地など

で局所的に暖房器を設置してある場所、空調がなく夏場に高温になるおそれがある部屋

（搭屋など）は、88℃タイプを使用してください。なお、55℃タイプは、一般的なスプ

リンクラーヘッドと比べて作動温度（55℃）が低いため、設置場所の最高周囲温度につ

いては十分注意して機器選定してください（選定を誤ると誤作動のおそれがあります）。 
取り付ける場所の最高周囲温度 標示温度 該当機種 

39℃未満 79℃未満 MJSJ003-55（55℃） 
39℃以上 64℃未満 79℃以上 121℃未満 MJSJ003-88（88℃） 

 

 

 

 

 

 

Rm 

0.2m 0.1m 

開放型ヘッド 4個用 

壁等 

0.1m 

壁等 

開放型ヘッド 8個用 

Rm 
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(4) 閉鎖型ヘッド 

閉鎖型ヘッドは、押入、クローゼットなどのように比較的小さく、２面以上の開口がない部

分（収納設備等という）に限り、感熱開放ヘッダーと開放型ヘッドの代わりに設置します。 

① 閉鎖型ヘッドとして使用できるヘッドは、標準型 1 種、呼称 15、標示温度 75℃未満の

閉鎖型スプリンクラーヘッドに限ります。上向きおよび下向きの選択は天井有無など

（配管露出部であれば上向きを使用するなど）に応じて適宜行うことができます。 

② 閉鎖型ヘッドは、3.24 ㎡以下（1.8m×1.8m の範囲内）の収納設備等に限って設けるこ

とができます。このとき、防護範囲は当該収納設備等ごとに設定し、1 防護範囲につき

1 個の閉鎖型ヘッドを配置します。 

③ 閉鎖型ヘッドは、梁等により感知障害および放射障害が生じないように配置します。ま

た、閉鎖型ヘッドは防護範囲の中心付近に配置します。 

④ 床面から閉鎖型ヘッドの取付面までの高さは 3m 以下とします。 

⑤ 閉鎖型ヘッドのデフレクターと当該取付面（閉鎖型ヘッドを取り付ける天井の室内に面

する部分または上階の床もしくは屋根の下面をいう。）との距離は 0.3m 以下とします。 

⑥ 閉鎖型ヘッドは、閉鎖型ヘッドの軸心が閉鎖型ヘッドの取付面に対して直角になるよう

に設けます。 

⑦ 収納物がぶつかって閉鎖型ヘッドが作動しないように、必要に応じて保護カバーを取り

付けるなどの防護措置を講じます。 

 

(5) 本体ユニット（制御ユニットは本体ユニット内に設置） 

① 火災などの災害による被害を受けるおそれが少ない場所に設置します。 

② 据付けおよび点検に支障のないスペースを確保できる場所に設置します。 

③ 搬入経路を確保できる場所に設置します。 

④ 地震などにより転倒しないよう、確実に固定できる場所に設置します。 

⑤ 本体ユニットの質量は、消火剤が充填された状態で約 1,700 ㎏（屋内用は約 1,500 ㎏）

あるため、屋上や建物内に設置する場合には、床の耐荷重や補強の有無などを確認の

うえ設置場所を決定します。また、屋外に設置する場合には、不同沈下防止のため、

地耐力に応じた基礎を設けます。 

⑥ 本体ユニットは温度範囲が 0℃～40℃（屋外の場合は－15℃～40℃）の環境に設置し

ます。 

⑦ 屋外型を設置する場合、本体ユニットの背面が建物外壁に沿うように設置するか、背面

を北側に向けるか、現場で日除けを設けるなどし、本体ユニットの背面に直射日光が当

たらないように設置します。（上面、正面、側面には日除け板が設置されますが、背面

には設けられておらず、直射日光が当たると内部の温度が著しく上昇する原因になりま

す。） 

 

(6) 表示機 

システムの起動や異常などの状態を表示および警報によって知らせるために設置するもの

です。警報を聞き取りやすく、また、状態表示などの確認を行いやすいように、事務室など

の常時人がいる場所に設置します。 
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(7) 補助加圧ポンプ 

① 据付けや点検に便利かつ水平な場所に設置します。 

② 地震などにより転倒しないよう、確実に固定できる場所に設置します。 

③ 凍結のおそれのある場所には設置しないこと。 

④ 付属する受水槽への給水手段を確保し、受水槽への自動給水を行うことができるように

給水配管を接続します。なお、受水槽にはボールタップが付属されています。 

⑤ 補助加圧ポンプの設置面の高さの規定があります。詳細は別途発行する「設計要領書

（TN20353）」を参照してください。 

 

(8) 配管、継手、弁類 

① 配管および継手は、鋼管（SGP）、プッシュマスター（合成樹脂管）、および巻出しフレ

キが使用可能です。 

② プッシュマスター設置上の注意は次の通りです。 

 本システムで使用できるプッシュマスターは、「合成樹脂製の管及び管継手の基

準」に適合した認定取得品です。一般給水用として販売されているものは使用でき

ません。 

 準不燃材料で隠ぺいされた部分（火災時に熱を受ける恐れがない部分）にのみ使用

できます。露出配管部分では、鋼管（SGP）を使用します。 

③ 巻出しフレキ設置上の注意は次の通りです。 

 準不燃材料で隠ぺいされた部分（火災時に熱を受ける恐れがない部分）にのみ使用

できます。露出配管部分では、鋼管（SGP）を使用します。 

④ 弁類は、消防法施行規則第 12 条第 1 項第 6 号ト（規定された JIS 規格品、消防庁長官

が定める基準に適合したもの）によります。 

 

(9) 配線 

操作回路等に用いる配線は、耐熱配線とします。（本体ユニット内の配線は除く） 



 

11 
 

７．構成機器 

本システムの構成機器は次に示される機器以外の組み合わせは使用できません。機器仕様な

ど詳細については、次頁以降を参照してください。 

名称 区分 型式名称 認証番号 備考 

開放型ヘッド ● 
MHBJ003 評 28－003 号 4 個用 

MHBJ004 評 28－004 号 8 個用 

感熱開放ヘッダー ● 
MJSJ003-55 

評 28－005 号 
55℃ 

MJSJ003-88 88℃ 

閉鎖型ヘッド ● MHSJ012-72-P 他 ス第 24～2 号他 1 種感度、75℃未満 

本体ユニット ◎ 
MRKJ001-N 

評 28－002 号 
屋内型 

MRKJ001-S 屋外型 

 

消火剤貯蔵容器 ◎ － 評 28－002 号  

消火剤 ● ｽｰﾊﾟｰｱｳﾙｳｫｰﾀｰ B 品評剤第 16～1 号 
㈱初田製作所製 
第三種浸潤剤等

入り水 
加圧用ガス容器 

● 

－ － 

㈱コーアツ製 起動弁（容器弁） PH10NU よ－178 号 

起動弁開放装置 R65M10-NR － 

圧力調整器 ◎ YM-301 評 28－002 号 ﾔﾏﾄ産業㈱製 

定流量弁 ● NSSP-32-C304 VA-122 号  

選択弁 ● MBZJ001 VA-120 号  

加圧ライン遮断弁 ● MBZJ002 VA-120 号  
圧力スイッチ 
（減圧信号用） 

◎ FCW-20NB-2-L 評 28－002 号 0.1MP または 
0.25MPa 

圧力スイッチ 
（起動弁開応答信号用） 

◎ FCW-20NB-2-H 評 28－002 号 0.4MPa 

制御ユニット ◎ MUWJ003 評 28－002 号 
本体ユニット内

に設置 

表示機 ○ FIPJ203-S-5L － P 型 2 級 5 回線 

補助加圧ポンプ ○ NFSK2-750S2J2＋TAB-10 － 
㈱川本製作所製 
本システム指定品 

合成樹脂製の管、管継手 ● プッシュマスター 
PL－045 号(16A) 
PL－046 号(25A) 

㈱ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ製 

巻出しフレキ ●※ 
アクト SPN 
アクト E-SPR 

PJ-133-2 号 
㈱昭和螺旋管製作所製 
本システム指定品 

テフロンシート逆止弁 ○ B10CD JIS 認定品 
㈱大和バルブ製 
本システム指定品 

センター金具 ○ アクトフレキ専用固定金具 － 
㈱昭和螺旋管製作所製 
本システム指定品 

サイド金具 ○ NZ38+25 － 
日栄ｲﾝﾃｯｸ㈱製 
本システム指定品 

●：国家検定品、認定品、品質評価適合品、性能評定品を使用 

◎：本システムの構成機器としての性能評定品を使用 

○：本システムの仕様に合致する指定品を使用 

※：消火剤使用時の摩擦損失値は実測値を使用 
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(1) 開放型ヘッド 

開放型ヘッドは、水および消火剤を防護範囲に放射するための開放型の噴霧ノズルであり、感

熱開放ヘッダーの 2 次側に設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様 

型式名称 MHBJ003 MHBJ004 

性能評定番号 評 28－003 号 評 28－004 号 

種別注１ ４個用 ８個用 

標準放射圧力注２ 
0.1MPa（消火剤） 
0.085MPa（水） 

0.025MPa（消火剤） 
0.022MPa（水） 

標準放射量注２ 18.8 L/min 9.4 L/min 

標準取付高さ 
1.8m 以上

2.4m 未満 
2.4m 以上 
3.5m 以下 

1.8m 以上 
2.4m 未満 

2.4m 以上 
3m 以下 

設計散水半径注３ R1.4m R1.5m R0.95m R1.05m 

適用消火剤 水および第三種浸潤剤等入り水 

取付方向 下向き 

適用シーリングプレート 
MZHJ014 型（ヘッド取付けタイプ） 
MZHJ015A 型（天井取付けタイプ） 

  注１）１の防護範囲に設置する開放型ヘッドの最大個数。 
  注２）流量は定流量弁により一定となるが、圧力は消火剤の特性により異なる。 
  注３）設計散水半径は、第三種浸潤剤等入り水を使用した場合を示す。 
 

 

 

 

ＭＨＢＪ００３型 ＭＨＢＪ００４型
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(2) 感熱開放ヘッダー 

感熱開放ヘッダーは、本システムの火災感知部として天井面下部に設けるものです。 

火災の熱により感熱開放ヘッダーが開放すると、感熱開放ヘッダーの 2 次側に設置する開放型

ヘッドに水および消火剤を送水します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様 

型式名称 MJSJ003－55 MJSJ003－88 

性能評定番号 評 28－005 号 

接続 
１次側 20A 

２次側 15A（４口） 

使用圧力範囲 0.1～1.0MPa（作動後は 0～1.0MPa） 

標示温度 55℃ 88℃ 

グラスバルブの色 橙 緑 

時定数 τ40 秒以下 

有効感知半径 R3.6 m※ R2.3m R3.6 m※ R2.3m 

取付高さ 3.5m 以下 4m 以下 3.5m 以下 4m 以下 

取付方向 下向き／上向き 

適用シーリングプレート  MZJJ002 型 

※壁等または感知に有効なはり等で囲まれた防護範囲にあっては R4.5m 
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(3) 閉鎖型ヘッド 

閉鎖型ヘッドは、押入、クローゼットなどのように比較的小さく、２面以上の開口がない部分

（収納設備等という）に限り、感熱開放ヘッダーと開放型ヘッドの代わりに設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様 

型式名称 MHSJ012-72-P 注１ 

国検型式番号 ス第 24～2 号注１ 

型式 標準型、1 種感度、呼称 15、標示温度 75℃未満、下向き/上向き  

標準放射圧力注２ 
0.1MPa（消火剤） 
0.088MPa（水） 

標準放射量注２ 75L/min 

取付高さ 3m 以下 

  注１）「型式」欄の仕様に合致する製品であれば、「MHSJ012-72」以外の製品も使用できます。 
使用可能な製品例：MHS525-66（下向き、フレームタイプ、グラスバルブ型） 

MHS625-66（上向き、フレームタイプ、グラスバルブ型） 

  注２）流量は定流量弁により一定となるが、圧力は消火剤の特性により異なる。 
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(4) 本体ユニット 

本体ユニットは、消火剤を貯蔵する消火剤貯蔵容器、放射系統を選択する選択弁、消火剤を加

圧送水するための加圧用ガス容器などを収納したものです。 

屋内に設置するタイプと屋外に設置するタイプの 2 種類があり、屋外に設置するものは屋外設置

に適した構造とし、凍結防止用のヒーターを内蔵しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＲＫＪ００１－Ｓ型ＭＲＫＪ００１－Ｎ型

消火剤噴霧自動消火システム消火剤噴霧自動消火システム

（屋内型） （屋外型）

消火剤貯蔵容器

圧力調整器

起動弁開放装置

加圧用ガス容器

起動弁

定流量弁 選択弁

圧力スイッチ（減圧信号用） 加圧ライン遮断弁 圧力スイッチ（起動弁開応答信号用）

（消火剤）

制御ユニット

内部機器配置

ヒーター

（屋外型の場合に設置）
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項目 仕様 

型式名称 MRKJ001-N MRKJ001-S 

仕様 屋内型 屋外型 

使用温度範囲 0～40℃ －15～40℃ 

最高使用圧力 0.98MPa 

供給圧力 0.7MPa 以下 

放射時間 
初回放射 140 秒（消火剤 90 秒）以上 

断続放射 30 秒以上 

ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ 

材質 SPC 

構造 両開き（折れ戸） 両開き（観音扉） 

塗装色 アイボリー（マンセル 2.5Y9/2 相当） 

消火剤 
貯蔵容器 

内容積 680L（170L×4 本） 

材質 SUS304 

適合規格 第二種圧力容器構造規格 

消火剤 
種別 第三種浸潤剤等入り水（品評剤第 16～1 号） 

充填量 640L 

加圧用ガス

容器 

内容積 68L 

ガスの種類 窒素ガス 

容器弁認定番号 よ－178 号 

ガス量 10m3（35℃） 

充填圧力 14.7MPa（35℃） 

起動弁 
開放装置 

容器弁ソレノイド（DC24V・1.1A） 

圧力調整器 設定圧力 0.9MPa 

定流量弁 

型式名称 NSSP-32-C304 

認定番号 VA-122 号 

設定流量 79L/min 

選択弁 

型式名称 MBZJ001 

認定番号 VA-120 号 

仕様 25A 電動ボール弁 

定格 DC24V・0.1A 

加圧ライン

遮断弁 

型式名称 MBZJ002 

認定番号 VA-120 号 

仕様 15A 電動ボール弁 

定格 DC24V・0.1A 
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項目 仕様 

圧力ｽｲｯﾁ 
（減圧信号

用） 

設定圧力 
0.1MPa または 0.25MPa（減圧時） 

（補助加圧ポンプと本体ユニットの位置により選定） 

定格 DC30V・0.1A 

圧力ｽｲｯﾁ 
（起動弁開

応答信号用） 

作動圧力 0.4MPa（加圧時） 

定格 DC30V・0.1A 

ヒーター － AC100V／990W 

寸法 H2,055×W2,185×D540（mm） H2,125×W2,360×D645（mm） 

質量（消火剤含む） 約 1,500 ㎏ 約 1,700 ㎏ 

 

① 消火剤貯蔵容器 

消火剤貯蔵容器は、消火剤を貯蔵するための容器であり、常時容器内は消火剤が無圧で保管

されています。 

② 消火剤 

消火剤は、日本消防検定協会の行う消火設備用消火薬剤の品質評価に合格した第三種浸潤剤

等入り水で本システムに適合する製品を使用します。水と比べて高い消火性能、再燃防止性

能を有しています。 

③ 加圧用ガス容器・起動弁・起動弁開放装置 

消火剤を送液するための圧力源として、窒素ガスを封入した容器および起動弁を用います。 

制御ユニットから起動信号の入力によって起動弁開放装置が起動し、起動弁を開放します。 

④ 圧力調整器 

加圧用ガス容器内の高圧窒素ガスを減圧するため、加圧用ガス容器から消火剤貯蔵容器の間

に設けています。なお、適正圧力を保持するため、2 台設置しています。 

⑤ 定流量弁 

定流量弁は、消火剤貯蔵容器から防護範囲までの距離によらず、防護範囲で常に一定の放射

量が得られるように制御するための弁であり、配管系統ごとに設置しています。 

⑥ 選択弁 

選択弁は、消火剤貯蔵容器に貯蔵した消火剤を送液する配管系統を選択するための弁であり、

配管系統ごとに設置しています。 

⑦ 加圧ライン遮断弁 

加圧ライン遮断弁は、火災時に補助加圧ポンプと本システムの接続を遮断するために設ける

弁であり、配管系統ごとに設置しています。 

⑧ 圧力スイッチ（減圧信号用、起動弁開応答信号用） 

 圧力スイッチ（減圧信号用）は、感熱開放ヘッダーの作動に伴う配管内の減圧を検知し、

本システムを起動するためのスイッチであり、配管系統ごとに設置しています。設計条

件に応じて設定値の異なる 2種類のスイッチ（0.1MPaまたは 0.25MPa）を選択します。 

 圧力スイッチ（起動弁開応答信号用）は、加圧用ガス容器が開放した場合に圧力上昇を

検知し信号を出力するためのスイッチです。 
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(5) 制御ユニット 

制御ユニットは、本システムの表示、操作、試験、制御などを行うための機器です。火災発生

時は、圧力スイッチ（減圧信号用）からの信号を受けてシステムを起動、制御するとともに、表

示機に各種信号を移報します。制御ユニットは予備電源を内蔵しており、停電時でも一定時間シ

ステムの起動が可能です。 

 

 

 

項目 仕様 

型式名称 MUWJ003 

主電源 AC100V 50／60Hz 

予備電源 
DC24V 0.45Ah NiCd 蓄電池 

（1 時間監視後、システム起動完了まで） 

消費電力 監視時：13W、動作時：55W 

使用温度範囲 0～40℃（結露なきこと） 

設置環境 本体ユニット（屋内または屋外）内 

表示 
交流電源、予備電源、異常、補助加圧ポンプ異常、ヒューズ断、スイッチ

注意、起動弁開放、圧力スイッチ作動、選択弁開・閉、加圧ライン遮断弁

開・閉など 

操作 
起動弁開放、選択弁開放、加圧ライン遮断弁閉止、一括復旧、点検モード、

表示機音響停止、外部移報遮断など 

警報 なし 

試験 予備電源試験 

制御 起動弁開放、選択弁開閉、加圧ライン遮断弁閉止 

その他 イベントログ機能あり（4000 件） 
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(6) 表示機 

表示機は、本システムの起動や異常を表示および警報で知らせるための機器です。制御ユニッ

トに連動して表示、警報を行います。事務室などの常時人がいる場所に設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様 

型式名称 FIPJ203-S-5L 

主電源 制御ユニットから供給 

使用温度範囲 0～40℃ 

使用湿度範囲 20～85%（RH）（結露なきこと） 

表示 ユニット電源、システム起動中、異常、点検中 

操作 音響停止 

警報 システム起動中、異常 
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(7) 補助加圧ポンプ 

補助加圧ポンプは、本体ユニットの選択弁から感熱開放ヘッダーまでの配管内を充水し、圧力

を常時保持するためのものです。本システムは配管系統内の減圧を圧力スイッチにより検知して

起動するシステムのため、非火災時であっても配管系統内の圧力が一定レベル以下に低下すると、

システムが起動し消火剤が配管系統内に流入します。消火剤が配管系統内に流入した後は、配管

内および機器の洗浄や交換などの復旧作業が必要になりますので、不必要なシステム起動を防ぐ

ために必ず補助加圧ポンプを設置し、各配管系統内の圧力を常時保持できるようにします。 

補助加圧ポンプは、本システム向けに始動揚程や吐出量を調整済みの指定品を使用してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様 

メーカー ㈱川本製作所 

製品名 NFSK2-750S2J2＋TAB-10  

電源 単相 AC200V 50／60Hz 

モーター出力 0.75kW 

受水槽有効容量 80L 

始動揚程 40m 

信号 運転、故障、満水、減水 

質量（水含む） 約 190kg 
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(8) プッシュマスター 

本システムでは、㈱ブリヂストンが製造、販売する樹脂管「プッシュマスター」を使用するこ

とができます。なお、本システムで使用できるプッシュマスターは、「合成樹脂製の管及び管継手

の基準」に適合した認定取得品です。一般給水用として販売されているものは使用できません。 

 プッシュマスターは、パイプを差し込むだけのワンタッチ接続、透明ボディによりパイプの差

込状態が目視で確認可能、適度な柔軟性と巻癖が少ないパイプ（らく楽パイプ）により、既存施

設での天井内隠ぺい施工時に省力化が図れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 仕様 

メーカー ㈱ブリヂストン 

製品名 プッシュマスター 

口径 25A 16A 

認定 

型式記号 SPM25 SPM16 

認定番号 
PL－046 号 PL－045 号 

（合成樹脂製の管及び管継手の認定取得品） 

使用箇所 
25A 本体ユニット～感熱開放ヘッダー間 

16A 感熱開放ヘッダー～開放型ヘッド間 

継手種類 
25A 

オスアダプター、コネクターエルボ、コネクターチーズ、 
コネクターストレート 

16A オスアダプター、コネクターエルボ、コネクターチーズ 

備考 露出配管など火災時に熱の影響を受ける部分は使用不可 
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(9) 巻出しフレキ 

本システムでは、㈱昭和螺旋管製作所が製造、販売する巻出しフレキ「アクト SPN、アクト

E-SPR」を使用することができます。なお、消火剤使用時の摩擦損失値は実測値を用います。 

項目 仕様 

メーカー ㈱昭和螺旋管製作所 

口径 20A 

製品名 アクト SPN アクト E-SPR 

接続ネジ R1 R1/2 

長さ 1500,2100,2500 mm 1500,2100,2500,3000,3800 mm 

認定番号 
PJ-133-2 号 

（消火設備用巻出し管継手の認定取得品） 

使用箇所 
感熱開放ヘッダー1 次側 

（枝管～感熱開放ヘッダー間） 
感熱開放ヘッダー2 次側 

（感熱開放ヘッダー～ヘッド間） 

備考 露出配管など火災時に熱の影響を受ける部分は使用不可 

 

 

(10) テフロンシート逆止弁 

本システムを 2 層以上の階に設置する場合は、階ごとのメイン配管に逆止弁を設けます。（任意

の階での断続放射時に、他の階の配管内に充填された水または消火剤が逆流するのを防止するた

め）テフロンシート逆止弁は、本システム指定品を使用します。 

 

(11) センター金具、サイド金具 

 開放型ヘッド、感熱開放ヘッダーを固定するセンター金具、サイド金具は本システム指定品を

使用します。（主に既存物件で、開放型ヘッドを MZHJ015A 型シーリングプレートで固定する場

合は不要） 
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８．工事または整備 

スプリンクラー設備の代替として本システムを設置するにあたっては、事前に、性能評定を取

得したシステムである事を所轄消防署へ説明のうえ、消防法施行令第 32 条の特例申請を行い、

承認を受けてください。 

(1) 工事に着手する前に、令第 32 条特例申請を行ってください。なお、特例申請時に添付する

書類例を次に示しますが、所轄消防署と打合せの上、届け出てください。 

・性能評定結果 ・建築平面図および断面図など 

・防火対象物の概要表 ・仕様書および計算書 

・設備の概要表 ・機器図 

 

(2) 工事又は整備の資格者 

当社の発行する各種要領書によって本システムの構造、性能、工事方法などに精通した者で

あって、消防法で規定された甲種消防設備士のうち、甲種第 1 類、第 2 類または第 3 類の資

格を有する者（整備の場合は、甲種または乙種第 1 類、第 2 類または第 3 類の資格を有する

者）とします。 

 

(3) 着工届 

着工届は、工事に着手しようとする日の 10 日前までに所轄消防署へ遅滞なく届け出てくだ

さい。なお、着工届に添付する書類例を次に示しますが、所轄消防署と打ち合わせの上、届

け出てください。 

・防火対象物の概要表 ・配線系統図および展開図 

・設備の概要表 ・仕様書および計算書 

・建築平面図および断面図など  ・機器図 

・配管系統図 ・その他 

 

(4) 竣工時の検査（消防検査前の自主検査） 

本システムは消防法施行令第 32条の適用を受けたシステムのため、所轄消防署と協議の上、

以下の内容を実施してください。 

① 消防設備士（甲種第 1 類、第 2 類または第 3 類の資格を有する者）は、施工完了後に外

観、機能、総合試験を「システム性能評定」で評価された「設置工事完了時の試験基準」

に従い実施し、試験結果報告書に試験結果を記載します。（試験基準の概要は後述(6)を

参照のこと。） 

② 主要構成機器には（一財）日本消防設備安全センターが実施する個別検査の合格証票が

貼付されていることを確認します。 
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(5) 設置届 

設置届は、工事が完了した日から 4 日以内に所轄消防署へ遅滞なく届け出てください。なお、

設置届に添付する書類例を次に示しますが、所轄消防署と打ち合わせの上、届け出てくださ

い。 

・防火対象物の概要表 ・仕様および計算書 

・設備の概要表 ・機器図 

・建築平面図および断面図など ・消防用設備試験結果報告書 

・配管系統図 ・その他 

・配線系統図および展開図  

 

(6) 設置工事完了時の試験（消防検査） 

本システムは消防法施行令第 32 条の適用を受けたシステムのため、所轄消防と協議の上、

「システム性能評定」で評価された「設置工事完了時の試験基準」に従って実施してくださ

い。 

① 試験資格 

消防法で規定された甲種消防設備士のうち、甲種第 1 類、第 2 類または第 3 類の資格を

有する者とします。 

② 試験基準の概要 

試験項目 試験内容 

外観試験 

開放型ヘッド ヘッドの設置状態などを目視確認する。 

感熱開放ヘッダー 感熱開放ヘッダーの種類、設置状況などを目視確認する。 

消火剤貯蔵容器 設置場所の状況、表示などを目視確認する。 

消火剤 消火剤量などを確認する。 

制御ユニット 表示灯などの状況などを目視確認する。 

機能試験 
加圧用ガス容器 

制御ユニットを操作し、起動弁開放装置の作動状況などを確

認する。 

選択弁 制御ユニットを操作し、選択弁の作動状況などを確認する。 

総合試験 起動性能等 
試験弁を操作し、選択弁などの作動状況、および制御ユニッ

ト、表示機の表示、警報の状況を確認する。 
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９．保守・管理など 

(1) 運用管理方法 

本システムを設置するにあたり、使用形態，管理方法などの状況に適した運用管理方法を定

め、火災発生の際に適切に対処できる体制を整備してください。 

 

(2) 取り扱い要領 

設計施工業者などは取扱説明書などを活用し、防火対象物の関係者に対してシステムの構成、

機能などを説明し、システムに関する教育および訓練を行ってください。 

 

(3) 点検 

本システムは消防法施行令第 32条の適用を受けたシステムのため、所轄消防と協議の上、「シ

ステム性能評定」で評価された「点検基準」に従って実施してください。 

① 点検資格 

当社の発行する各種要領書によって本システムの構造、性能、工事方法などに精通した

者であって、消防法で規定された甲種または乙種の消防設備士のうち、第 1 類、第 2 類

または第 3 類の資格を有する者、または第 1 種消防設備点検資格者とします。 

② 点検基準の概要 

試験項目 試験内容 

機器点検 

開放型ヘッド 外形、放射障害、未警戒部分の有無を目視確認する。 

感熱開放ヘッダー 外形、感熱障害、未警戒部分、適応性の有無を目視確認する。 

消火剤貯蔵容器 
 消火剤貯蔵容器について、変形、損傷、腐食の有無などを

目視確認する。 
 消火剤量などを確認する。 

制御ユニット 
周囲の状況、変形、腐食の有無、表示部の状況などを目視確

認する。 

総合点検 連動起動試験 
試験弁を操作し、選択弁などの作動状況、および制御ユニッ

ト、表示機の表示、警報の状況を確認する。 
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神 戸 営 業 所 〒650-0031 神 戸 市 中 央 区 東 町 １ ２ ２ 番 地 ２ ( 港 都 ビ ル ２ 階 ) (078)334-3581
四 国 営 業 所 〒761-8075 高 松 市 多 肥 下 町 １ ５ １ ６ 番 地 １ (087)868-6811
北 九 州 営 業 所 〒803-0836 北 九 州 市 小 倉 北 区 中 井 ２ 丁 目 ２ 番 ４ 号 (093)583-3344
長 崎 営 業 所 〒852-8114 長 崎 市 橋 口 町 １ ２ 番 １ ２ 号 ( プ ロ ミ ネ ン ス 安 武 １ 階 ) (095)845-0135
大 分 営 業 所 〒870-0822 大 分 市 大 道 町 １ 丁 目 ６ 番 ５ 号 (097)543-2778
熊 本 営 業 所 〒862-0910 熊 本 市 東 区 健 軍 本 町 ４ - １ ０ (096)360-1051
宮 崎 営 業 所 〒880-0841 宮 崎 市 吉 村 町 北 原 甲 １ ４ ３ ９ 番 ６ (0985)28-8792
鹿 児 島 営 業 所 〒890-0046 鹿 児 島 市 西 田 ２ 丁 目 ７ 番 ６ 号 ( ス カ イ ビ ル ) (099)253-8196
沖 縄 営 業 所 〒900-0003 那 覇 市 安 謝 １ 丁 目 ２ ３ 番 ８ 号 ( ㈱ オ カ ノ 内 ) (098)862-4297

記載内容は2019年5月現在のものです

支社・営業所連絡先一覧

能美防災株式会社

URL：http://www.nohmi.co.jp/

　　TEL：(03)3265-0211


